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岸⽥⽂雄⾸相が議⻑を務める経済財政諮
問会議で議論してきた「経済財政運営と改
革の基本方針2024」（骨太の方針）が６月
21日に閣議決定された。

財政健全化の口実で2025年度から27年度
までの３年間は、「これまでの歳出改革努
力を継続する」としており、社会保障関係
費については「高齢化による増加分に相当
する伸びにおさめる」という予算編成を続
けることになる。物価高騰のインフレ下に
も関わらず、高齢化の伸びという“天井”を
定めて、社会保障を切り捨ての標的にして
いる。900万人近い医療・介護従事者の賃
上げにも逆行する。

経済財政諮問会議では、経団連や経済同
友会トップの⺠間議員は、「１人当たり医
療費の地域差半減や地域医療構想の実現」
を「強力に推進し、医療・介護費の適正化
を図るべき」だとして、公的医療費・介護
費抑制を求めている。

焦点となっている医療と介護の政策課題
は、次のとおり。

第１は、「薬剤自己負担の見直し」の検
討や2023年に閣議決定した「全世代型社会
保障」の「改革工程」を「着実に推進す
る」ことである。

「改革工程」には、①新たに「薬剤定額
負担」を徴収する、②医療・介護保険の３
割負担の対象拡大、③介護保険２割負担の
対象拡大、④高額療養費の自己負担上限額
引き上げ、④マイナンバーを活用し預貯金
額等に応じた患者・利用者負担増、⑤金融
所得に応じた国保・後期高齢者医療制度・
介護保険の保険料値上げ、⑥都道府県内の

保険料水準の統一化による国保料値上げ、
⑦ケアプラン作成の有料化、⑧「軽度者」
への生活援助を保険給付から外す――など
負担増と給付削減の項目が並べられている。

所得が低下する一方で、医療と介護両方
のニーズが増える高齢者の負担が重くなれ
ば、高齢の親を支える若い世代の負担も増
えて、“介護離職”などに追い込まれかねな
い。

他方で、政府は「少子化対策」の財源と
して「子ども・子育て支援金」の徴収を始
めるが、「社会保障の負担率」（国⺠所得
に占める社会保障負担の割合）という指標
を持ち出して、社会保障の負担率を軽減で
きた範囲内で、「支援金」を徴収すれば、
国⺠の負担は「実質ゼロ」だと説明してい
る。この社会保障負担には医療、介護等の
保険料は含まれるが、患者・利用者負担は
含まれないので、２〜３割負担となる高齢
者が増えても社会保障の負担率は上がらな
いという理屈だ。

第２に、「⺠間保険の活用も含めた保険
外併用療養費制度」の検討や「介護保険外
サービスの利用促進」を図ることである。
再生医療やバイオ医薬品等を保険適用を前
提としない「選定療養」（「差額ベッド」
等がある）の対象としたうえで、⺠間保険
がカバーするという仕組みに見直す方向で
ある。⺠間保険の加⼊状況によって、有効
性、安全性など質が担保されている医療を
受けられない患者が出ることが危惧される。
また、「深刻化するビジネスケアラーへの
対応」として、「介護保険外サービスの利
用促進」を図るとしている。
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第３に、地域医療構想について、「2040

年頃を見据えて」「かかりつけ医機能や在
宅医療、医療・介護連携、人材確保等を含
めた地域の医療提供体制全体に拡大」させ
ることである。

医師養成数の抑制に固執する一方で、医
師偏在対策として、医師の配置等を定めた
「医師確保計画を深化させる」ことや、
「経済的インセンティブによる偏在是正」
と「規制的手法を組み合わせた」、「総合
的な対策のパッケージを2024年末までに策
定する」方針だ。

財務省はインセンティブとして都道府県
別の診療報酬単価の設定を主張しているが、
公的医療保険制度における医療の平等性を
確保するには、全国一律の窓口負担で同じ
医療サービスが受けられることが必要あり、
報酬単価を地域に応じて変えるべきではな
い。

第４に、「医療・介護ＤＸを確実かつ着
実に推進する」ため、「現行の健康保険証
について2024年12月２日からの発行を終了
し、マイナ保険証を基本とする仕組みに移
行する」ことである。

マイナ保険証を通じて集積される国⺠の
医療情報について、「企業等が質の高い

データを安全かつ効率的に利活用できる基
盤」である「『全国医療情報プラット
フォーム』を構築」し、ここに一元管理さ
れた大規模な医療情報をビジネス等に「二
次利用する環境整備」を行うとしている。
また、現在の社会保険診療報酬支払基金を
「抜本的に改組」し、「医療費適正化の取
組強化を図る」方針だ。

公的医療保険制度は機微な個人情報を大
量に取り扱うという特性があるので、他の
行政分野・用途とのひも付けを行うマイナ
保険証には大きなリスクが伴う。さらに、
企業の儲けのタネにすることが可能な全国
一元管理システムは、情報流出が起きた時
には、その被害は計り知れない。システム
障害や災害時は通信インフラに影響が出る
ので全く役に立たない。

国や企業が個人情報の利活用に突き進む
医療・介護ＤＸではなく、“個人情報は人
権”を基本とするデジタル化政策が求められ
る。
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骨太の方針2024学習会
経済財政運営と改革の基本方針をどう見るか

2024年8月22日(木)17時から18時
開催形式：オンライン・ZOOM

今回、寺尾氏より東京社保協ニュースへ
寄稿いただいた経済財政運営と改革の基本
方針をどう見みるかをさらに深めるために
オンラインでの学習会も併せて開催します。

学習会へ参加するためには参加登録が必
要です。ぜひ申し込みをお願いします。
以下より、申し込みできます。
https://forms.office.com/r/MFxRNZvn8d

学習会終了後に内部資料として動画を共有
いたします。

左QRコードより
参加申し込み

後日、動画で視聴する際は下記URL やQR
コードから視聴できます。
https://x.gd/CYnhZ
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東京区部のうち８区で経済的理由で自宅
にエアコンのない高齢者世帯に対してのエ
アコン購⼊費助成の調査が板橋生活と健康
を守る会により行われました。

実施しているのは、葛飾区、江⼾川区、
練馬区、墨⽥区、荒川区、港区、足立区、
豊島区の８区で、世帯全員が６５歳以上で
住⺠税非課税であることなど条件はあるも
ののエアコンの購⼊費への補助や葛飾区、
練馬区、墨⽥区などでは設置工事費の補助
などもあることがホームページなどで公表
されています。

荒川区などは、就学前の子どもがいる世
帯や、足立区はひとり親世帯などへの助成
もあるようです。

経済的な理由で自宅にエ
アコンのない高齢者世帯
に対しての購入費等助成
の実施状況

板橋生活と健康を守る会

「有害なPFAS汚染に
さらされている多摩の事例」
国・都は国連人権理事会の報告
に削除要請

⻄東京社保協
国連人権委員会の「ビジネスと人権」作

業部会は、訪日して調べた報告書を2024年5

月末公表しました。
作業部会は、⾎中濃度検査を受けた⻄東

京市⺠の40%が健康リスクを負う数値が出
ている事実をどのように報告し、日本政府
はどう報告したのか、問題のとらえ方を比
較することができます。
国連人権委員会
作業部会のPFAS汚染の記述
●東京⻄部の住⺠が有害なPFASにさらされ
ていることを示唆する学術研究がある。
●影響を受けるすべての地域でPFAS汚染と
その健康への悪影響に対処するためには、
国家レベルでの追加措置は必要である。
●PFAS汚染が事業活動に関連しているとさ
れていることから、作業部会は指導原則と
「汚染者負担」の原則のもとこの問題に取
り組む事業者の責任を強調する。
国・東京都の反論
●東京⻄部の住⺠の⾎液検査の記述は、都
は先進的な対策を講じているのに地域住⺠
の不安を不必要にあおるもので、削除せよ。
●PFAS⾎中濃度と健康影響の関係は完全に
は解明されていない。健康影響の実態が明
らかでない以上⾎液検査に基づ<相談・診
察・治療を行うことは不可能。
●東京都⻄部の事例をあたかも代表的かつ
深刻な事例かのように紹介することは、都
⺠の不安をいたずらにあおるものである。

市⺠の声を集めたい！
国・東京都のPFAS汚染に関する見解が、国
際的研究に学ばず独りよがりになっている
こと、各自治体のPFAS対策を求める市⺠の
要求に応えない論拠になっていることを多
くの市⺠に知ってもらい、市議会ヘの署名
で市⺠の声を集めたいと思います。

【⻄東京社保協通信7月号より】

各地域・団体
の取り組み
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東京社保協では、１０月１９日（土）１
３時よりけんせつプラザ東京にて、第５２
回東京社会保障学校を開催することとなり
ました。

今回は、「社会保障の財源問題と税制改
革・社会保障改革の方向性」というテーマ
で鹿児島大学の伊藤周平先生を会場にお呼
びしてメイン講演を行います。

参加登録も始めていますので是非お申し
込みをお願いします。

参加登録はURL・QRより
https://x.gd/lDodk

第５２回東京社会保障学校
１０月１９日（土）開催

こちらより動画が視聴できます。
https://youtube.com/live/Gb2-

2sWD1mA?feature=share

YouTubeが開きます。

中央社保協第６８回総会
８月１０日(土)１１:００〜
全労連会館+オンライン

中央社保協の総会が８月１０日に開催さ
れ、２０２３年度の総括と２０２４年度の
方針を確認します。

第５１回中央社会保障学校
From大阪

８月３１日(土)〜９月１日(日)
東京都内にも視聴会場を設置予定

お申し込みは中央社保協
ホームページより
https://shahokyo.jp/202
40603-2/

参加登録方法はこちら
■Googleフォーム
https://forms.gle/WqmW1kADa

UnWQC6B6
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